
平成 14年 3月期  　個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 22日

上　場　会　社　名       株式会社　百五銀行 上場取引所  東・名

コード番号       8368 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 企画グループマネージャー 三重県

　　　　　氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　上田　豪 TEL (059) 227 - 2151
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 22日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　　　平成 13年 12月 10日

１. 13年 9月中間期の業績（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 13年 9月 30日 ）

(1)経営成績 (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 39,759 △ 5.7 3,445 △ 41.3 2,127 11.4 8.08
12年 9月中間期 42,180 △ 1.7 5,871 22.7 1,910 △ 34.4 7.25
13年 3月期 84,439 9,705 3,820 14.51
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期　263,225,000 株　　12年 9月中間期　263,225,000 株　　13年 3月期　263,225,000 株

 　 ②会計処理の方法の変更　　 無

 　 ③経常収益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

13年 9月中間期 2.50 －
12年 9月中間期 2.50 －
13年 3月期 － 5.00

(3)財政状態
１株当たり 自己資本比率

株主資本 (国内基準)

百万円 百万円 ％ 円　　銭 ％

13年 9月中間期 3,519,431 190,808 5.4 724.88 8.80
12年 9月中間期 3,400,544 201,961 5.9 767.25 8.78
13年 3月期 3,530,322 204,164 5.8 775.62 8.88
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期　263,225,000 株　　12年 9月中間期　263,225,000 株　　13年 3月期　263,225,000 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 78,500 6,700 4,100 2.50 5.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   15 円 57 銭 

経   常　収　益 経　常　利　益 中間(当期)純利益  1株当たり中間(当期)純利益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

１株当たり年間配当金
経　常　利　益 当　期　純　利　益経   常　収　益
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第１８７期中(平成13年９月30日現在) 中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 １７６,９７８ 預 金 ３,０５９,１８６

コ ー ル ロ ー ン １５１,６８８ 譲 渡 性 預 金 １０９,２３８

買 現 先 勘 定 ９,９９９ コ ー ル マ ネ ー ３,５８２

買 入 金 銭 債 権 ３３,５９４ 借 用 金 １,１８４

商 品 有 価 証 券 １,６８２ 外 国 為 替 ２１

金 銭 の 信 託 ２９,６８４ 社 債 １１,３４３

有 価 証 券 １,１１０,３７２ そ の 他 負 債 ４６,５５５

貸 出 金 １,９０３,４７０ 賞 与 引 当 金 ５５４

外 国 為 替 ３,５１５ 退 職 給 付 引 当 金 ６,３１２

そ の 他 資 産 ２６,９０１ 繰 延 税 金 負 債 ９,３１８

動 産 不 動 産 ３５,６０９ 再評価に係る繰延税金負債 ３,６６３

支 払 承 諾 見 返 ７７,６６２ 支 払 承 諾 ７７,６６２

貸 倒 引 当 金 △  ４１,７２９ 負 債 の 部 合 計 ３,３２８,６２２

( 資 本 の 部 )

資 本 金 ２０,０００

法 定 準 備 金 ２４,９３５

再 評 価 差 額 金 ５,１８３

剰 余 金 ９７,１１４

任 意 積 立 金 ９２,９１４

中 間 未 処 分 利 益 ４,２００

中 間 利 益 ２,１２７

評 価 差 額 金 ４３,５７５

資 本 の 部 合 計 １９０,８０８

資 産 の 部 合 計 ３,５１９,４３１ 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 ３,５１９,４３１
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（注）  １．   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．   商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

３．  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子

法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるも

のについては中間期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時

価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有

価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

４．   有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評

価は、時価法により行っております。

５．   デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

６．   動産不動産の減価償却は定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、

主な耐用年数は次のとおりであります。

建      物      15年～50年

動      産       4年～15年

電子計算機の耐用年数については、従来6年としておりましたが、当中間期からパーソナルコンピュータ

（サーバー用のものを除く）は4年、その他のものは5年に変更しております。この変更に伴い、経常利益、

税引前中間利益はそれぞれ134百万円減少しております。

７．   自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却して

おります。

８．   社債発行費は資産として計上し、３年間の均等償却を行っております。また、社債発行差金については資

産として計上し、社債の償還期間にわたり均等償却を行っております。

９．   外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

なお、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」(日本

公認会計士協会平成12年４月10日)に基づき、｢新外為経理基準｣を適用しておりましたが、当中間期から、

｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い｣（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第20号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨

建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」(企業会計審議会平成11年10月22日)）を適用しております。

なお、この変更に伴う影響額は、軽微であります。

１０．   貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準により、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況にある

債務者の債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大き

いと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しており

ます。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上し

ております。

なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引

当勘定（租税特別措置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

１１．  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間

期に帰属する額を計上しております。なお、従業員賞与の未払計上額については、従来「その他負債」中

の未払費用に計上しておりましたが、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（日本公

認会計士協会リサーチ・センター審理情報NO１５）により、当中間期から「賞与引当金」として表示して

おります。
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１２．  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及

び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務      その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（3年）による定額法によ

り損益処理。

数理計算上の差異  各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理。

１３．  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

１４．   将来の金利リスクを回避し、利鞘を確定するためデリバティブ取引を行っておりますが、これに関するヘ

ッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第１５

号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行ってお

ります。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブ

のリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、

ヘッジの有効性を評価しております。

なお、一部の資産・負債については、包括ヘッジあるいは金利スワップの特例処理を行っております。

１５．   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

１６．   有価証券には自己株式272百万円が含まれております。

なお、商法第２１０条ノ２第２項第３号に定める場合において同条第１項の規定により取得した自己株式

は271百万円、その他の自己株式は577,137円であります。

１７．   取締役及び監査役に対する金銭債権総額         461百万円

１８．   動産不動産の減価償却累計額                33,059百万円

１９．   動産不動産の圧縮記帳額                     5,543百万円

２０．   貸出金のうち、破綻先債権額は13,654百万円、延滞債権額は45,834百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ

た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出

金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

２１．   貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,539百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

２２．   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は22,523百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

２３．   破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は83,551百万円であ

ります。

なお、２０．から２３．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

２４．   手形割引により取得した商業手形の額面金額は、49,117百万円であります。
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２５．   担保に供している資産は次のとおりであります。

     担保に供している資産

有価証券      45,289百万円

担保資産に対応する債務

預金           3,012百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券115,219百万円

を差し入れております。

なお、動産不動産のうち保証金権利金は1,066百万円であります。

２６．   土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再  評  価  を  行  っ  た  年  月  日      平成１０年３月３１日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法      土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公

布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（平成

３年法律第69号）第１６条に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税

庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に基

づいて、奥行価格補正、不整形地補正等の合理的な調整

を行って算出しております。

２７．   無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」に26,208百万円

含まれております。

使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は該当ありません。

現先取引により受け入れている有価証券のうち、当中間期末に所有しているものは9,999百万円でありま

す。

使用貸借又は賃貸借契約により受け入れている有価証券は該当ありません。

２８．   当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は､総合口座における当座貸越の融資未実行残高380,714

百万円を含め、833,175百万円であります。

このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが805,690百万円ありま

す。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶

又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて預金・不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基

づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

２９．   金融商品に係る会計基準の適用に伴い、当中間期から次のとおり処理しております。

現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、｢買現先勘定｣に金融取引として処理しておりま

す。なお、この変更に伴う｢有価証券｣の増減はありません。
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平成 1 3 年 ４ 月 １ 日 か ら
第１８７期中

平成 1 3 年９月 3 0 日まで
中 間 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金 額

経 常 収 益 ３９,７５９

資 金 運 用 収 益 ３２,９４４

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ２０,１００ ）

（うち有価証券利息配当金） （ １０,９３６ ）

役 務 取 引 等 収 益 ４,１００

そ の 他 業 務 収 益 ８７

そ の 他 経 常 収 益 ２,６２７

経 常 費 用 ３６,３１３

資 金 調 達 費 用 ６,４５６

（ う ち 預 金 利 息 ） （ ２,３６９ ）

役 務 取 引 等 費 用 １,２７４

そ の 他 業 務 費 用 １,７１１

営 業 経 費 ２２,５２９

そ の 他 経 常 費 用 ４,３４１

経 常 利 益 ３,４４５

特 別 利 益 ３４

特 別 損 失 １８６

税 引 前 中 間 利 益 ３,２９３

法人税、住民税及び事業税 ３,０４６

法 人 税 等 調 整 額 △  １,８８０

中 間 利 益 ２,１２７

前 期 繰 越 利 益 ２,０２２

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 ５０

中 間 未 処 分 利 益 ４,２００

(注) １.  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２.  「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額3,183百万円、株式等償却725百万円を含んでおります。
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比較中間貸借対照表（主要内訳）
（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　　　　　　　目

平成１３年

中 間 期 末

（Ａ）

平成１２年

中 間 期 末

（Ｂ）

増 減 額

（Ａ－Ｂ）

平成１２年度末

〔 要  約 〕

（Ｃ）

増 減 額

（Ａ－Ｃ）

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 176,978 83,990 92,987 131,437 45,540

コ ー ル ロ ー ン 151,688 161,803 △ 10,115 147,809 3,879

買 現 先 勘 定 9,999 ― 9,999 ― 9,999

買 入 手 形 ― 9,000 △ 9,000 81,400 △ 81,400

買 入 金 銭 債 権 33,594 51,997 △ 18,402 28,077 5,517

商 品 有 価 証 券 1,682 2,119 △ 436 2,024 △ 341

金 銭 の 信 託 29,684 29,969 △ 284 28,460 1,224

有 価 証 券 1,110,372 1,032,458 77,914 1,047,268 63,104

貸 出 金 1,903,470 1,918,853 △ 15,382 1,950,311 △ 46,840

外 国 為 替 3,515 515 2,999 666 2,849

そ の 他 資 産 26,901 29,782 △ 2,880 34,224 △ 7,322

動 産 不 動 産 35,609 37,256 △ 1,647 36,705 △ 1,096

支 払 承 諾 見 返 77,662 80,722 △ 3,059 80,483 △ 2,821

貸 倒 引 当 金 △ 41,729 △ 37,923 △ 3,806 △ 38,545 △ 3,183

資 産 の 部 合 計 3,519,431 3,400,544 118,886 3,530,322 △ 10,891

（ 負 債 の 部 ）

預 金 3,059,186 3,023,005 36,180 3,046,489 12,696

譲 渡 性 預 金 109,238 2,720 106,518 89,279 19,958

コ ー ル マ ネ ー 3,582 1,620 1,962 11,274 △ 7,692

借 用 金 1,184 5,511 △ 4,327 5,522 △ 4,338

外 国 為 替 21 28 △ 7 44 △ 22

社 債 11,343 10,800 543 12,390 △ 1,047

そ の 他 負 債 46,555 41,219 5,336 48,551 △ 1,995

賞 与 引 当 金 554 ― 554 ― 554

退 職 給 付 引 当 金 6,312 6,936 △ 623 6,815 △ 502

繰 延 税 金 負 債 9,318 22,276 △ 12,958 21,608 △ 12,290

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 3,663 3,742 △ 78 3,698 △ 35

支 払 承 諾 77,662 80,722 △ 3,059 80,483 △ 2,821

負 債 の 部 合 計 3,328,622 3,198,583 130,039 3,326,158 2,463

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 20,000 20,000 ― 20,000 ―

法 定 準 備 金 24,935 24,203 731 24,335 600

再 評 価 差 額 金 5,183 5,294 △ 111 5,233 △ 50

剰 余 金 97,114 95,058 2,056 96,239 874

任 意 積 立 金 92,914 91,114 1,800 91,114 1,800

中 間 ( 当 期 ） 未 処 分 利 益 4,200 3,944 256 5,125 △ 925

中 間 （ 当 期 ） 利 益 2,127 1,910 217 3,820 △ 1,692

評 価 差 額 金 43,575 57,404 △ 13,828 58,355 △ 14,779

資 本 の 部 合 計 190,808 201,961 △ 11,152 204,164 △ 13,355

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 3,519,431 3,400,544 118,886 3,530,322 △ 10,891

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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比較中間損益計算書（主要内訳）
 （単位：百万円）

科 目
平 成 １ ３ 年

中間期 （ Ａ ）

平 成 １ ２ 年

中 間 期 （ Ｂ ）

増 減 額

（Ａ－Ｂ）

平 成 １ ２ 年 度

（ 要 約 ）

経 常 収 益 39,759 42,180 △ 2,421 84,439

資 金 運 用 収 益 32,944 34,310 △ 1,365 68,474

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 20,100 ) ( 20,886 ) ( △ 786 ) ( 42,121 )

（うち有価証券利息配当金） ( 10,936 ) ( 12,373 ) ( △ 1,436 ) ( 23,529 )

役 務 取 引 等 収 益 4,100 3,952 147 7,991

そ の 他 業 務 収 益 87 1,034 △ 946 1,690

そ の 他 経 常 収 益 2,627 2,883 △ 256 6,283

経 常 費 用 36,313 36,309 4 74,734

資 金 調 達 費 用 6,456 6,556 △ 99 13,562

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 2,369 ) ( 3,361 ) ( △ 991 ) ( 6,874 )

役 務 取 引 等 費 用 1,274 1,219 54 2,457

そ の 他 業 務 費 用 1,711 109 1,602 239

営 業 経 費 22,529 22,509 19 44,149

そ の 他 経 常 費 用 4,341 5,913 △ 1,572 14,324

経 常 利 益 3,445 5,871 △ 2,425 9,705

特 別 利 益 34 16,039 △ 16,005 16,039

特 別 損 失 186 19,345 △ 19,158 19,678

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 利 益 3,293 2,565 727 6,067

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,046 3,937 △ 891 6,912

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,880 △ 3,281 1,401 △ 4,664

中 間 （ 当 期 ） 利 益 2,127 1,910 217 3,820

前 期 繰 越 利 益 2,022 2,016 6 2,016

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 50 17 33 78

中 間 配 当 額 － － － 658

利 益 準 備 金 積 立 額 － － － 131

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 4,200 3,944 256 5,125

（ご参考） 

（単位：百万円）

業 務 純 益 5,525 8,803 △ 3,277 16,838

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



株式会社  百 五 銀 行

－37－

＜ 個別中間財務諸表の概要付表 ＞

（有価証券関係）

※１ 中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー及び商品ファンドも含めて記
載しております。

※ ２ 「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、該当ありません。

Ⅰ  当中間期末

  1.満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ９ 月 ３ ０ 日期　別

種　類
中 間 貸 借

対照表計上額
時 価 差 額

う ち 益 う ち 損

国 債 － － － － －

地 方 債 3,485 3,747 262 262 －

社 債 － － － － －

そ の 他 28,000 27,852 △  147 － 147

合 計 31,485 31,600 114 262 147

   (注) 時価は、当中間期末日における市場価格等に基づいております。

  2.その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ９ 月 ３ ０ 日期　別

種　類 取 得 原 価
中 間 貸 借

対照表計上額
評 価 差 額

う ち 益 う ち 損

株 式 58,073 102,389 44,315 47,729 3,413

債 券 686,876 716,668 29,792 29,950 157

国 債 281,972 294,004 12,032 12,175 143

地 方 債 206,609 217,337 10,727 10,729 1

社 債 198,294 205,327 7,032 7,045 13

そ の 他 247,746 249,386 1,639 2,542 903

合 計 992,696 1,068,444 75,747 80,222 4,474

   (注) 1.中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

2.当中間期において、その他有価証券で時価のある株式について650百万円減損処理を行っております。なお、有価

証券の減損処理における時価が｢著しく下落した｣と判断するための｢合理的な基準｣は次のとおりであります。

（1） 時価の下落率が50％以上の場合、原則として減損処理を行う。

（2） 時価の下落率が30％以上50％未満の場合、当該銘柄の各月の高値が期末前6ヶ月以上継続して30％以上下落して

いるものは原則減損処理を行う。

  3.時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額

（単位：百万円）

平成１３年９月３０日

満期保有目的の債券 －

その他有価証券

コマーシャル・ペーパー 4,149

地方公社債 3,653

私募事業債 1,914

非上場株式 2,348
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Ⅱ  前中間期末

  1.満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

平 成 1 ２ 年 ９ 月 ３ ０ 日期　別

種　類
中 間 貸 借

対照表計上額
時 価 差 額

う ち 益 う ち 損

国 債 － － － － －

地 方 債 4,475 4,818 342 342 －

社 債 － － － － －

そ の 他 13,000 12,973 △  26 4 30

合 計 17,475 17,792 316 346 30

   (注) 時価は、前中間期末日における市場価格等に基づいております。

  2.その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

平 成 1 ２ 年 ９ 月 ３ ０ 日期　別

種　類 取 得 原 価
中 間 貸 借

対照表計上額
評 価 差 額

う ち 益 う ち 損

株 式 60,322 136,354 76,032 76,950 917

債   券 697,726 719,584 21,858 22,631 773

国 債 262,640 272,402 9,762 10,315 553

地 方 債 198,524 205,369 6,844 6,903 59

社 債 236,561 241,812 5,251 5,411 160

そ の 他 147,400 147,731 330 1,024 693

合 計 905,449 1,003,670 98,221 100,606 2,385

   (注) 中間貸借対照表計上額は、前中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

  3.時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額

（単位：百万円）

平成１２年９月３０日

満期保有目的の債券 －

その他有価証券

コマーシャル・ペーパー 24,682

地方公社債 3,530

私募事業債 2,662

非上場株式 2,436
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Ⅲ  前年度末

  1.売買目的有価証券

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日
期  別   

種  類    

貸 借 対 照 表

計 上 額
前年度の損益に含まれた評価差額

売買目的有価証券 2,024 7

  2.満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

平 成 1 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日期　別

種　類
貸 借 対 照 表

計 上 額
時 価 差 額

う ち 益 う ち 損

国 債 ― ― ― ― ―

地 方 債 3,980 4,301 320 320 ―

社 債 ― ― ― ― ―

そ の 他 12,000 11,991 △    9 10 19

合 計 15,980 16,292 311 330 19

(注) 時価は、前年度末日における市場価格等に基づいております。

  3.その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

平 成 1 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日期　別

種　類 取 得 原 価
貸 借 対 照 表

計 上 額
評 価 差 額

う ち 益 う ち 損

株 式 59,445 126,644 67,199 69,190 1,990

債 券 683,671 715,479 31,807 31,861 54

国 債 269,021 282,739 13,717 13,758 40

地 方 債 196,151 206,729 10,578 10,578 ―

社 債 218,499 226,010 7,511 7,525 13

そ の 他 176,965 178,109 1,143 2,098 954

合 計 920,082 1,020,233 100,151 103,150 2,999

(注) 貸借対照表計上額は、前年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

  4.前年度中に売却した満期保有目的の債券

    該当ありません。

  5.前年度中に売却したその他有価証券

（単位：百万円）

平 成 １ ２ 年 度
期  別   

種  類    
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 45,250 5,967 94



株式会社  百 五 銀 行

－40－

  6.時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額

（単位：百万円）

平成１３年３月３１日

満期保有目的の債券 ―

その他有価証券

コマーシャル・ペーパー 10,409

地方公社債 3,807

非上場株式 2,383

私募事業債 2,273

  7.保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

  8.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

（単位：百万円）

平成１３年３月３１日
期  別   

種  類    １ 年 以 内 １ 年 超 ５ 年 以 内 ５ 年 超 1 0 年 以 内 1 0 年 超

債 券 115,321 434,959 161,392 10,060

国 債 39,359 162,828 70,550 10,000

地 方 債 25,043 133,169 52,437 59

社 債 50,917 138,961 38,405 －

そ の 他 20,880 76,288 79,709 2,302

合        計 136,201 511,248 241,101 12,362
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（金銭の信託関係）

  

Ⅰ  当中間期末

  
  1.満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。

  2.その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ９ 月 ３ ０ 日
期  別   

種  類    取 得 原 価
中間貸借対照表

計 上 額
評 価 差 額

うち益 うち損

その他の金銭の信託 27,226 25,755 △ 1,373 90 1,464

(注) 中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

Ⅱ  前中間期末

  1.満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。

  2.その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

（単位：百万円）

平 成 １ ２ 年 ９ 月 ３ ０ 日
期  別   

種  類    取 得 原 価
中間貸借対照表

計 上 額
評 価 差 額

うち益 うち損

その他の金銭の信託 25,000 24,862 △ 244 148 393

(注) 中間貸借対照表計上額は、前中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

Ⅲ  前年度末

 
  1.運用目的の金銭の信託

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日
期  別   

種  類    

貸 借 対 照 表

計 上 額
前年度の損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 4,011 11

  2.満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。

  3.その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日
期  別   

種  類    取 得 原 価
貸 借 対 照 表

計 上 額
評 価 差 額

うち益 うち損

その他の金銭の信託 25,000 24,448 △ 551 485 1,036

(注) 貸借対照表計上額は、前年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
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（評価差額金）

Ⅰ  当中間期末

  ○ 評価差額金
中間貸借対照表に計上されている評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

平成１３年９月３０日

評価差額 74,373

その他有価証券 75,747

その他の金銭の信託 △ 1,373

（△） 繰延税金負債 30,798

       評価差額金 43,575

Ⅱ  前中間期末

  ○ 評価差額金
中間貸借対照表に計上されている評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

平成１２年９月３０日

評価差額 97,976

その他有価証券 98,221

その他の金銭の信託 △ 244

（△） 繰延税金負債 40,572

       評価差額金 57,404

Ⅲ  前年度末

  
  ○ 評価差額金
貸借対照表に計上されている評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

平成１３年３月３１日

評価差額 99,599

その他有価証券 100,151

その他の金銭の信託 △ 551

（△） 繰延税金負債 41,244

       評価差額金 58,355
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（デリバティブ取引関係）

Ⅰ  当中間期末

（1） 金利関連取引

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ９ 月 ３ ０ 日区

分
種 類

契 約 額 等 時 価 評 価 損 益

金利先物 － － －取

引

所 金利オプション － － －

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 2,400 1 1

金利オプション － － －

店

頭
その他 － － －

合 計 1 1

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

（2） 通貨関連取引

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ９ 月 ３ ０ 日区

分
種 類

契 約 額 等 時 価 評 価 損 益

通 貨 ス ワ ッ プ － － －

為 替 予 約 － － －

通 貨 オ プ シ ョ ン － － －

店

頭
そ の 他 － － －

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用さ

れているデリバティブ取引及び下記注2.の取引は、上記記載から除いております。

2.「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第20号）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除い

ております。

 期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

 （単位：百万円）

平成１３年９月３０日
種     類

契約額等 時   価 評価損益

通貨スワップ 88,741 249 249

 また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間期末日に引直しを行い、その損益を中間損益計算

書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間貸借対照

表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。

 引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成１３年９月３０日区

分
種 類

契 約 額 等

通貨先物 －取

引

所
通貨オプション －

為替予約 45,936

通貨オプション －
店

頭 その他 －
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（3） 株式関連取引

 平成１３年９月３０日   該当ありません。

（4） 債券関連取引

 平成１３年９月３０日   該当ありません。

（5） 商品関連取引

 平成１３年９月３０日   該当ありません。

（6） クレジットデリバティブ取引

 平成１３年９月３０日   該当ありません。

Ⅱ  前中間期末

（1） 金利関連取引

（単位：百万円）

平 成 1 ２ 年 ９ 月 ３ ０ 日区

分
種 類

契 約 額 等 時 価 評 価 損 益

金利先物 － － －取

引

所 金利オプション － － －

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 2,470 1 1

金利オプション － － －

店

頭
その他 － － －

合 計 1 1

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

（2） 通貨関連取引

（単位：百万円）

平 成 1 ２ 年 ９ 月 ３ ０ 日区

分
種 類

契 約 額 等 時 価 評 価 損 益

通 貨 ス ワ ッ プ － － －

為 替 予 約 － － －

通 貨 オ プ シ ョ ン － － －

店

頭
そ の 他 － － －

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用さ

れているデリバティブ取引及び下記注2.の取引は、上記記載から除いております。

2.「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成12

年４月10日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

 期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

 （単位：百万円）

平成１２年９月３０日
種     類

契約額等 時   価 評価損益

通貨スワップ 51,067 △  471 △  471

 また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間期末日に引直しを行い、その損益を中間損益計算

書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間貸借対照

表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。

 引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。
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（単位：百万円）

平成１２年９月３０日区

分
種 類

契 約 額 等

通貨先物 －取

引

所
通貨オプション －

為替予約 7,882

通貨オプション －
店

頭 その他 －

（3） 株式関連取引

 平成１２年９月３０日   該当ありません。

（4） 債券関連取引

 平成１２年９月３０日   該当ありません。

（5） 商品関連取引

 平成１２年９月３０日   該当ありません。

（6） クレジットデリバティブ取引

 平成１２年９月３０日   該当ありません。

Ⅲ  前年度末

（1） 金利関連取引

（単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日

契 約 額 等
区
　
分
種 類

うち1年超
時 価 評 価 損 益

金 利 先 物 － － － －

売 建 － － － －

買 建 － － － －

金 利 オ プ シ ョ ン － － － －

売 建 － － － －

取
引
所

買 建 － － － －

金 利 先 渡 契 約 － － － －

売 建 － － － －

買 建 － － － －

金 利 ス ワ ッ プ 2,500 2,500 1 1

     受取固定・支払変動 1,250 1,250 33 33

     受取変動・支払固定 1,250 1,250 △ 31 △ 31

     受取変動・支払変動 － － － －

金 利 オ プ シ ョ ン － － － －

売 建 － － － －

買 建 － － － －

そ の 他 － － － －

売 建 － － － －

店
　
　
頭

買 建 － － － －

合 計 1 1

（注）１.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定

取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
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（2） 通貨関連取引

（単位：百万円）

平 成 1 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日

契 約 額 等
区
　
分
種 類

うち1年超
時 価 評 価 損 益

通 貨 ス ワ ッ プ － － － －

為 替 予 約 － － － －

売 建 － － － －

買 建 － － － －

通 貨 オ プ シ ョ ン － － － －

売 建 － － － －

買 建 － － － －

そ の 他 － － － －

売 建 － － － －

店
　
　
頭

買 建 － － － －

合 計 － －

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注3.の取引は、上記記載から除いております。

2.時価の算定

割引現在価値等により算定しております。

3.「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成12

年4月10日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

 期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

 （単位：百万円）

平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日
種     類

契 約 額 等 時    価 評 価 損 益

通貨スワップ 101,404 △  5,139 △  5,139

 また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上

しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に反映

されているものについては、上記記載から除いております。

 引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成 1 3年３月 3 1 日区
分
種 類

契 約 額 等

通 貨 先 物 －

売 建 －

買 建 －

通貨オプション －

売 建 －

取
引
所

買 建 －

為 替 予 約 7,374

売 建 5,124

買 建 2,250

通貨オプション －

売 建 －

買 建 －

そ の 他 －

売 建 －

店
　
頭

買 建 －
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（3） 株式関連取引

 平成１３年３月３１日   該当ありません。

（4） 債券関連取引

 平成１３年３月３１日   該当ありません。

（5） 商品関連取引

 平成１３年３月３１日   該当ありません。

（6） クレジットデリバティブ取引

 平成１３年３月３１日   該当ありません。

重要な会計方針

中間貸借対照表及び中間損益計算書の注記に記載のとおりであります。
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Ⅰ  平成１３年中間期 決算の概況

1. 損益状況

【単体】                                                                                    (単位：百万円)

平成１３年中間期
平成１２年中間期比

平成 1 ２年中間期

業 務 粗 利 益 1 27,729 △ 3,718 31,447

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） 2 ( 28,811 ) ( △ 1,859 ) ( 30,670 )

国 内 業 務 粗 利 益 3 26,998 △ 3,357 30,355

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） 4 ( 27,457 ) ( △ 2,130 ) ( 29,587 )

資 金 利 益 5 24,645 △ 2,177 26,823

役 務 取 引 等 利 益 6 2,780 97 2,683

そ の 他 業 務 利 益 7 △ 427 △ 1,276 849

（ うち国債等債券損益） 8 ( △ 459 ) ( △ 1,227 ) ( 767 )

国 際 業 務 粗 利 益 9 730 △ 360 1,091

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） 10 ( 1,353 ) ( 270 ) ( 1,082 )

資 金 利 益 11 1,881 915 966

役 務 取 引 等 利 益 12 45 △ 4 49

そ の 他 業 務 利 益 13 △ 1,195 △ 1,271 76

（ うち国債等債券損益） 14 ( △ 622 ) ( △ 631 ) ( 9 )

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 15 22,403 △ 106 22,509

人 件 費 16 12,203 △ 423 12,626

物 件 費 17 9,127 400 8,727

税 金 18 1,072 △ 83 1,155

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 19 5,325 △ 3,612 8,937

除く国債等債券損益（５勘定尻） 20 6,407 △ 1,753 8,161

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 21 △ 200 △ 334 134

業 務 純 益 22 5,525 △ 3,277 8,803

うち国債等債券損益（５勘定尻） 23 △ 1,082 △ 1,859 776

臨 時 損 益 24 △ 2,041 854 △ 2,895

② 不 良 債 権 処 理 額 25 3,424 △ 2,053 5,478

貸 出 金 償 却 26 － △ 0 0

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 27 3,424 △ 2,013 5,438

債 権 等 売 却 損 28 － △ 39 39

③特定海外債権引当勘定繰入 29 △ 40 △ 78 37

（貸倒償却引当費用①＋②＋③） 30 3,183 △ 2,466 5,650

株 式 等 関 係 損 益 31 1,389 △ 718 2,108

株 式 等 売 却 益 32 2,128 △ 76 2,205

株 式 等 売 却 損 33 13 4 8

株 式 等 償 却 34 725 636 88

そ の 他 臨 時 損 益 35 △ 46 △ 558 512

経 常 利 益 36 3,445 △ 2,425 5,871
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(単位：百万円)

特 別 損 益 37 △ 152 3,152 △ 3,305

う ち 動 産 不 動 産 処 分 損 益 38 △ 153 △ 120 △ 32

動 産 不 動 産 処 分 益 39 33 27 5

動 産 不 動 産 処 分 損 40 186 148 38

う ち 退 職 給 付 会 計 基 準

変 更 時 差 異 償 却
41 － △ 3,273 3,273

税 引 前 中 間 利 益 42 3,293 727 2,565

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 43 3,046 △ 891 3,937

法 人 税 等 調 整 額 44 △ 1,880 1,401 △ 3,281

中 間 利 益 45 2,127 217 1,910

【連結】                                                                                     (単位：百万円)

平成 1 ３年中間期
平成１２年中間期比

平成 1 ２年中間期

連 結 粗 利 益 1 28,724 △ 3,607 32,332

資 金 利 益 2 26,290 △ 1,281 27,572

役 務 取 引 等 利 益 3 2,823 72 2,750

そ の 他 業 務 利 益 4 △ 388 △ 2,398 2,009

営 業 経 費 5 22,886 26 22,860

貸 倒 償 却 引 当 費 用 6 3,417 △ 2,423 5,841

貸 出 金 償 却 7 － △ 43 43

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8 3,646 △ 1,945 5,592

債 権 等 売 却 損 9 － △ 39 39

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 10 △ 188 △ 316 128

特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 繰 入 11 △ 40 △ 78 37

株 式 等 関 係 損 益 12 1,389 △ 790 2,179

そ の 他 13 57 △ 393 450

経 常 利 益 14 3,867 △ 2,394 6,261

特 別 損 益 15 △ 196 3,111 △ 3,308

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 16 3,670 716 2,953

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 17 3,335 △ 882 4,217

法 人 税 等 調 整 額 18 △ 1,978 1,413 △ 3,392

少 数 株 主 利 益 19 146 0 145

中 間 純 利 益 20 2,167 184 1,982

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）

＋（その他業務収益－その他業務費用）

（ご参考）                                                                                  (単位：百万円)

連 結 業 務 純 益 6,218 △ 3,186 9,404

（注）連結業務純益＝連結粗利益（金銭の信託見合費用控除後）－営業経費（除く臨時分）－一般貸倒引当金繰入額

（連結対象会社数）                                                                            (単位：社)

連結子会社数 8 1 7

持分法適用会社数 － － －
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2. 業務純益【単体】

(単位：百万円)

平成 1 ３年中間期
平成１２年中間期比

平成 1 ２年中間期

(1)  業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 5,325 △ 3,612 8,937

職 員 一 人 当 た り ( 千 円 ) 2,083 △ 1,186 3,270

(2)  業務純益 5,525 △ 3,277 8,803

職 員 一 人 当 た り ( 千 円 ) 2,161 △ 1,059 3,221

3. 利  鞘【単体】

(単位：％)

平成 1 ３年中間期
平成１２年中間期比

平成 1 ２年中間期

(1)  資金運用利回（Ａ） 2.02 △ 0.17 2.19

(ｲ) 貸 出 金 利 回 (Ｂ) 2.09 △ 0.10 2.19

(ﾛ) 有 価 証 券 利 回 2.14 △ 0.53 2.67

(2)  資金調達原価（Ｃ） 1.83 △ 0.08 1.91

(ｲ) 預 金 等 原 価 (Ｄ) 1.58 △ 0.13 1.71

預 金 等 利 回 0.15 △ 0.07 0.22

(ﾛ) 外 部 負 債 利 回 3.74 △ 0.38 4.12

(3)  総資金利鞘（Ａ）－（Ｃ） 0.19 △ 0.09 0.28

全

店

(4)  預貸金利鞘（Ｂ）－（Ｄ） 0.51 0.03 0.48

(5)  資金運用利回<国内>（ａ） 1.77 △ 0.25 2.02

貸 出 金 利 回 < 国 内 > (ｂ) 2.08 △ 0.09 2.17

(6)  資金調達原価<国内>（ｃ） 1.66 △ 0.11 1.77

  預金等原価 < 国内 > (ｄ) 1.54 △ 0.11 1.65

(7)  総資金利鞘<国内>（ａ）－（ｃ） 0.11 △ 0.14 0.25

国

内

業

務

部

門

(8)  預貸金利鞘<国内>（ｂ）－（ｄ） 0.54 0.02 0.52

4. 国債等債券損益【単体】

(単位：百万円)

平成 1 ３年中間期
平成１２年中間期比

平成 1 ２年中間期

国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） △ 1,082 △ 1,859 776

売 却 益 54 △ 729 783

償 還 益 － － －

売 却 損 － △ 6 6

償 還 損 － － －

償   却 1,136 1,136 －
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5. 自己資本比率

（国内基準）

【単体】                                                                                    (単位：百万円)

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

(1) 自己資本比率 8.80 ％ △ 0.08 ％ 0.02 ％ 8.88 ％ 8.78 ％

(2) Ｔｉｅｒ  Ⅰ 141,121 1,250 2,518 139,870 138,602

(3) Ｔｉｅｒ  Ⅱ 15,059 161 68 14,898 14,991

(ｲ) うち自己資本に計上された再

評価差額
3,980 △ 38 △ 85 4,019 4,066

(ﾛ) うち劣後ローン（債券）残高 － － － － －

(4) 控除項目 101 － － 101 101

他の金融機関の資本調達手段の

意図的な保有相当額

(5) 自己資本(2)＋(3)－(4) 156,080 1,412 2,587 154,667 153,493

(6) リスクアセット 1,772,652 32,042 24,610 1,740,609 1,748,041

【連結】                                                                                    (単位：百万円)

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

(1) 自己資本比率 8.88 ％ △ 0.06 ％ 0.05 ％ 8.94 ％ 8.83 ％

(2) Ｔｉｅｒ  Ⅰ 144,388 1,532 2,910 142,855 141,477

(3) Ｔｉｅｒ  Ⅱ 15,199 160 67 15,039 15,132

(ｲ) うち自己資本に計上された再

評価差額
3,980 △ 38 △ 85 4,019 4,066

(ﾛ) うち劣後ローン（債券）残高 － － － － －

(4) 控除項目 101 － － 101 101

他の金融機関の資本調達手段の

意図的な保有相当額

(5) 自己資本(2)＋(3)－(4) 159,487 1,693 2,978 157,794 156,508

(6) リスクアセット 1,795,042 31,860 24,532 1,763,182 1,770,510

＜ご参考＞（国際統一基準）

(単位：％)

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

【単体】 10.48 △ 0.59 △ 0.35 11.07 10.83

【連結】 10.54 △ 0.57 △ 0.33 11.11 10.87

6. ＲＯＥ【単体】

(単位：％)

平 成 1 ３ 年 中 間 期
平成１２年中間期比

平 成 １ ２ 年 中 間 期

業 務 純 益 ベ ー ス 5.58 △ 4.59 10.17

当 期 利 益 ベ ー ス 2.14 △ 0.06 2.20
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Ⅱ  貸出金等の状況

1. リスク管理債権の状況

部分直接償却は実施しておりません。

未収利息不計上基準（自己査定基準）

【単体】                                                                                 （単位：百万円）

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

破 綻 先 債 権 額 13,654 2,349 △ 3,189 11,305 16,843

延 滞 債 権 額 45,834 5,748 13,612 40,086 32,222

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 1,539 △ 2,159 △ 2,754 3,699 4,293

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 22,523 3,682 1,401 18,840 21,121

リ

ス

ク

管

理

債

権 合      計 83,551 9,620 9,070 73,931 74,480

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 1,903,470 △ 46,840 △ 15,382 1,950,311 1,918,853

（単位：％）

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

破 綻 先 債 権 額 0.71 0.14 △ 0.16 0.57 0.87

延 滞 債 権 額 2.40 0.35 0.73 2.05 1.67

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 0.08 △ 0.10 △ 0.14 0.18 0.22

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 1.18 0.22 0.08 0.96 1.10

貸

出

金

残

高

比 合      計 4.38 0.59 0.50 3.79 3.88

【連結】                                                                                 （単位：百万円）

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

破 綻 先 債 権 額 14,032 2,426 △ 3,060 11,605 17,093

延 滞 債 権 額 46,408 5,821 13,357 40,587 33,051

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 1,590 △ 2,170 △ 2,787 3,760 4,377

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 22,547 3,690 1,414 18,857 21,132

リ

ス

ク

管

理

債

権 合      計 84,579 9,768 8,924 74,811 75,655

貸 出 金 等 残 高 （ 末 残 ） 1,905,053 △ 46,820 △ 15,244 1,951,873 1,920,297

（単位：％）

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

破 綻 先 債 権 額 0.73 0.14 △ 0.16 0.59 0.89

延 滞 債 権 額 2.43 0.36 0.71 2.07 1.72

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 0.08 △ 0.11 △ 0.14 0.19 0.22

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 1.18 0.22 0.08 0.96 1.10

貸
出
金
等
残
高
比 合      計 4.43 0.60 0.50 3.83 3.93
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2. 貸倒引当金の状況

【単体】                                                                                （単位：百万円）

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

貸 倒 引 当 金 41,729 3,183 3,806 38,545 37,923

一 般 貸 倒 引 当 金 11,938 △ 200 670 12,138 11,267

個 別 貸 倒 引 当 金 29,471 3,424 3,080 26,046 26,391

特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 319 △ 40 54 360 264

【連結】                                                                                （単位：百万円）

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

貸 倒 引 当 金 42,733 3,417 4,018 39,316 38,715

一 般 貸 倒 引 当 金 12,159 △ 188 699 12,347 11,459

個 別 貸 倒 引 当 金 30,255 3,646 3,264 26,608 26,991

特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 319 △ 40 54 360 264
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3. 金融再生法開示債権

【単体】                                                                                （単位：百万円）

平 成 １ ３ 年

９ 月 末 平成13 年３月末比 平成12年９月末比
平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 28,725 3,556 △ 2,607 25,168 31,332

危 険 債 権 32,377 5,047 13,740 27,329 18,637

要 管 理 債 権 24,094 1,496 △ 1,418 22,598 25,513

合         計 （ Ａ ） 85,197 10,100 9,714 75,096 75,483

総 与 信 に 占 め る 比 率 （ ％ ） 4.29 0.60 0.53 3.69 3.76

【連結】                                                                                （単位：百万円）

平 成 １ ３ 年

９ 月 末 平成13 年３月末比 平成12 年９月末比
平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 29,177 3,688 △ 2,679 25,489 31,857

危 険 債 権 32,880 5,067 13,678 27,813 19,201

要 管 理 債 権 24,171 1,493 △ 1,438 22,678 25,609

合         計 （ Ｂ ） 86,228 10,248 9,560 75,980 76,668

総 与 信 に 占 め る 比 率 （ ％ ） 4.34 0.61 0.52 3.73 3.82

4. 金融再生法開示債権の保全状況

【単体】                                                                                （単位：百万円）

平 成 １ ３ 年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比
平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

保      全      額 （ Ｃ ） 77,892 6,341 8,736 71,550 69,156

貸 倒 引 当 金 33,448 3,590 3,687 29,858 29,761

担 保 保 証 等 44,443 2,751 5,048 41,692 39,395

（単位：％)

保     全     率（Ｃ）／（Ａ） 91.42 △ 3.85 △ 0.19 95.27 91.61

【連結】                                                                                 （単位：百万円）

平 成 １ ３ 年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比
平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

保      全      額 （ Ｄ ） 78,923 6,493 8,653 72,429 70,269

貸 倒 引 当 金 34,290 3,804 3,914 30,486 30,376

担 保 保 証 等 44,632 2,689 4,739 41,943 39,893

（単位：％)

保     全     率（Ｄ）／（Ｂ） 91.52 △ 3.80 △ 0.13 95.32 91.65



株式会社  百 五 銀 行

－8－

5. 業種別貸出状況等

① 業種別貸出金【単体】 （単位：百万円）

平 成 １ ３ 年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成12年９月末比
平 成 １ ３ 年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

国 内 店 分

（除く特別国際金融取引勘定）
1,902,282 △ 46,702 △ 15,322 1,948,985 1,917,605

製造業 364,824 △ 292 △ 5,419 365,117 370,244

農  業 2,606 16 △ 149 2,590 2,756

林  業 6,863 △ 245 △ 161 7,108 7,024

漁  業 6,031 13 △ 566 6,018 6,598

鉱  業 4,738 377 556 4,360 4,182

建設業 130,796 △ 7,352 △ 3,081 138,149 133,878

電気・ガス・熱供給・水道業 21,035 △ 5,013 △ 6,881 26,048 27,917

運輸・通信業 62,019 3,825 3,382 58,193 58,636

卸売・小売業、飲食店 337,585 △ 4,131 1,036 341,716 336,549

金融・保険業 91,453 △ 13,013 △ 3,715 104,467 95,169

不動産業 104,207 △ 522 5,073 104,730 99,134

サービス業 214,431 △ 10,276 △ 7,896 224,707 222,328

地方公共団体 87,555 △ 10,054 5,638 97,610 81,916

その他 468,132 △ 32 △ 3,136 468,165 471,269

②  業種別リスク管理債権【単体】 （単位：百万円)

平 成 １ ３ 年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成12年９月末比
平 成 １ ３ 年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

国 内 店 分

（除く特別国際金融取引勘定）
82,937 9,643 9,011 73,293 73,925

製造業 19,054 1,868 3,266 17,185 15,788

農  業 45 △ 78 △ 4 124 50

林  業 409 22 17 387 392

漁  業 952 187 △ 346 764 1,298

鉱  業 79 41 70 37 9

建設業 11,635 3,079 4,118 8,555 7,516

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － －

運輸・通信業 1,141 117 66 1,024 1,075

卸売・小売業、飲食店 29,249 1,657 △ 87 27,591 29,337

金融・保険業 41 0 10 41 31

不動産業 5,715 1,202 1,363 4,512 4,351

サービス業 10,825 546 558 10,278 10,266

地方公共団体 － － － － －

その他 3,786 997 △ 20 2,789 3,807

③  消費者ローン残高【単体】 （単位：百万円)

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成12年９月末比
平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

消 費 者 ロ ー ン 残 高 413,660 568 △ 155 413,091 413,815

うち  住宅ローン残高 290,450 5,981 10,012 284,468 280,437

うち  その他ローン残高 123,210 △ 5,412 △ 10,168 128,622 133,378

④  中小企業等貸出比率【単体】 （単位：％)

平 成 １ ３ 年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成12年９月末比
平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 75.17 0.51 △ 0.29 74.66 75.46
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6. 国別貸出状況等

① 特定海外債権残高【単体】 （単位：百万円､ｹ国）

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

債 権 額 614 △ 23 58 637 555

対 象 国 数 1 － － 1 1

② アジア向け貸出金【単体】 （単位：百万円）

平成１３年

９ 月 末 平成 13 年３月末比 平成 12 年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

インドネシア 614 △ 23 58 637 555

(うち  リスク管理債権) 614 △ 23 58 637 555

イ ン ド 501 △ 68 △ 38 569 540

(うち  リスク管理債権) － － － － －

マ レ ー シ ア 47 △ 18 △ 24 66 72

(うち  リスク管理債権) － － － － －

合 計 1,163 △ 109 △ 4 1,273 1,167

(うち  リスク管理債権) 614 △ 23 58 637 555

③ 中南米主要諸国向け貸出金【単体】

該当ありません。

④ ロシア向け貸出金【単体】

該当ありません。

7. 預金、貸出金の残高【単体】

（単位：百万円）

平成１３年

９ 月 末 平成13 年３月末比 平成12年９月末比

平成１３年

３ 月 末

平成１２年

９ 月 末

預       金   （  末    残  ） 3,059,186 12,696 36,180 3,046,489 3,023,005

              （  平    残  ） 3,036,242 19,948 23,372 3,016,294 3,012,869

貸   出   金  （  末    残  ） 1,903,470 △ 46,840 △ 15,382 1,950,311 1,918,853

              （  平    残  ） 1,914,206 72 17,334 1,914,134 1,896,872
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Ⅲ 有価証券の評価損益

（１） 有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的の債券 償却原価法

その他有価証券 時価法（評価差額を全部資本直入）

子会社株式及び関連会社株式 原価法

（ご参考）金銭の信託中の有価証券

運用目的の金銭の信託 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的の金銭の信託 償却原価法

その他の金銭の信託 時価法（評価差額を全部資本直入）

（２）  評価損益

【単体】                                                                                 （単位：百万円）

平成 13年９月末 平成 13年３月末

評価損益 評価損益

平成 13 年３月末比 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 114 △ 196 262 147 311 330 19

子会社・関連会社株式 － － － － － － －

その他有価証券 75,747 △ 24,403 80,222 4,474 100,151 103,150 2,999

株式 44,315 △ 22,883 47,729 3,413 67,199 69,190 1,990

債券 29,792 △ 2,015 29,950 157 31,807 31,861 54

その他 1,639 495 2,542 903 1,143 2,098 954

合計 75,862 △ 24,600 80,484 4,622 100,462 103,480 3,018

株式 44,315 △ 22,883 47,729 3,413 67,199 69,190 1,990

債券 30,054 △ 2,073 30,212 157 32,128 32,182 54

その他 1,491 357 2,542 1,050 1,134 2,108 973

（注）1.「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー及び商品ファンドも含めております。

2.「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）貸借対照表価額と取得

原価との差額を計上しております。

【連結】                                                                                 （単位：百万円）

平成 13年９月末 平成 13年３月末

評価損益 評価損益

平成 13 年３月末比 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 115 △ 196 262 147 311 330 19

その他有価証券 75,796 △ 24,407 80,273 4,476 100,204 103,205 3,000

株式 44,365 △ 22,888 47,780 3,415 67,253 69,245 1,991

債券 29,792 △ 2,015 29,950 157 31,807 31,861 54

その他 1,639 495 2,542 903 1,143 2,098 954

合計 75,912 △ 24,604 80,535 4,623 100,516 103,536 3,019

株式 44,365 △ 22,888 47,780 3,415 67,253 69,245 1,991

債券 30,054 △ 2,073 30,212 157 32,128 32,182 54

その他 1,491 357 2,542 1,050 1,134 2,108 973

（注）1.「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー及び商品ファンドも含めております。

2.「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）連結貸借対照表価額と

取得原価との差額を計上しております。



株式会社  百 五 銀 行

－11－

Ⅳ  業績予想

【単体】                                                      （単位：百万円）

通      期

平成 1 4 年 ３月期

（ 予 想 ）

平成 1 3 年 ３月期

（ 実 績 ）

増 減 率

(％)

経常収益 78,500 84,439 △ 7.0

経常利益 6,700 9,705 △ 31.0

当期純利益 4,100 3,820 7.3

業務純益 13,000 16,838 △ 22.8

【連結】                                                      （単位：百万円）

通      期

平成 1 4 年 ３月期

（ 予 想 ）

平成 1 3 年 ３月期

（ 実 績 ）

増 減 率

(％)

経常収益 90,000 96,118 △ 6.4

経常利益 7,400 10,585 △ 30.1

当期純利益 4,200 3,956 6.1


